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3 公的年金等控除額の見直し 

  公的年金等控除額が一律 10 万円引き下げられ、公的年金等の収入金額が 1,000 万円を超える場合の控

除額について 195 万 5 千円の上限が設けられました。 

  公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額が、1,000 万円を超え 2,000 万円以下である場

合の控除額が、上記の見直し後の控除額から更に 10 万円引き下げられ、また、2,000 万円を超える場合

の控除額が、上記の見直し後の控除額から更に 20 万円引き下げられました。（平成 32 年分以後の所得税

から適用） 

  【改正前】 

 公的年金等の収入金額の合計額        公的年金等控除額 

年 齢 

65 歳 

未満 

 1,300,000 円以下 700,000 円 

 1,300,000 円超 4,100,000 円以下 (A) ×25%   ＋  375,000 円 

 4,100,000 円超 7,700,000 円以下 (A) ×15％ ＋  785,000 円 

 7,700,000 円超 (A) ×5％ ＋ 1,555,000 円 

年 齢 

65 歳 

以上 

 3,300,000 円以下 1,200,000 円 

3,300,000 円超 4,100,000 円以下 (A) × 25％  ＋   375,000 円 

4,100,000 円超 7,700,000 円以下 (A) × 15%  ＋  785,000 円 

7,700,000 円超 (A) × 5%  ＋ 1,555,000 円 

 

  【改正後】公的年金等以外の所得に係る合計所得金額が 1,000 万円以下の場合   

 公的年金等の収入金額の合計額(A)        公的年金等控除額 

 

年 齢 

65 歳 

未満 

 1,300,000 円以下  600,000 円 

1,300,000 円超 4,100,000 円以下 (A)  × 25%   ＋   275,000 円 

 4,100,000 円超 7,700,000 円以下 (A) × 15%   ＋   685,000 円 

 7,700,000 円超 10,000,000 円以下 (A) ×  5％ ＋ 1,455,000 円 

10,000,000 円超    1,955,000 円 

 

年 齢 

65 歳 

以上 

 3,300,000 円以下 1,100,000 円 

3,300,000 円超 4,100,000 円以下 (A)  × 25%   ＋  275,000 円 

4,100,000 円超 7,700,000 円以下 (A) × 15%   ＋   685,000 円 

 7,700,000 円超 10,000,000 円以下 (A) ×  5％ ＋ 1,455,000 円 

10,000,000 円超    1,955,000 円 

※ 公的年金等の収入金額が 1,000 万円以下の場合は、公的年金等控除額は 10 万円引き下げられ

ても、基礎控除の金額が 10 万円引き上げられるため、改正後においても税負担に変わりはあ

りません。 

 

    【改正後】公的年金等以外の所得に係る合計所得金額が 1,000 万円超 2,000 万円以下の場合 

 公的年金等の収入金額の合計額(A)        公的年金等控除額 

 

年 齢 

65 歳 

未満 

 1,300,000 円以下  500,000 円 

1,300,000 円超 4,100,000 円以下 (A) × 25%   ＋   175,000 円 

4,100,000 円超 7,700,000 円以下 (A) × 15%   ＋   585,000 円 

 7,700,000 円超 10,000,000 円以下 (A) ×  5％ ＋ 1,355,000 円 

 10,000,000 円超    1,855,000 円 



 

年 齢 

65 歳 

以上 

 3,300,000 円以下 1,000,000 円 

3,300,000 円超 4,100,000 円以下 (A) × 25%   ＋  175,000 円 

4,100,000 円超 7,700,000 円以下 (A) × 15%   ＋  585,000 円 

 7,700,000 円超 10,000,000 円以下 (A) ×  5％ ＋ 1,355,000 円 

10,000,000 円超    1,855,000 円 

 

    【改正後】公的年金等以外の所得に係る合計所得金額が 2,000 万円超の場合 

 公的年金等の収入金額の合計額(A)        公的年金等控除額 

 

年 齢 

65 歳 

未満 

 1,300,000 円以下  400,000 円 

1,300,000 円超 4,100,000 円以下 (A) × 25%   ＋   75,000 円 

4,100,000 円超 7,700,000 円以下 (A) × 15%   ＋  485,000 円 

 7,700,000 円超 10,000,000 円以下 (A) ×  5％ ＋ 1,255,000 円 

10,000,000 円超    1,755,000 円 

 

年 齢 

65 歳 

以上 

 3,300,000 円以下  900,000 円 

3,300,000 円超 4,100,000 円以下 (A) × 25%   ＋   75,000 円 

4,100,000 円超 7,700,000 円以下 (A) × 15%   ＋  485,000 円 

 7,700,000 円超 10,000,000 円以下 (A) ×  5％ ＋ 1,255,000 円 

10,000,000 円超    1,755,000 円 

 

4 所得金額調整控除の創設 

   子育世帯や介護世帯の負担調整のため、以下に該当する場合には、給与等の収入金額から給与所得控

除額を控除し、更に、以下の『所得金額調整控除額』を控除して「給与所得の金額」を算出することと

されました。（平成 32 年分以後の所得税から適用） 

① 給与等の収入金額が 850 万円を超える居住者で、納税者本人が特別障害者に該当する場合、又は、年

齢が 23 歳未満の扶養親族若しくは特別障害者である同一生計配偶者若しくは扶養親族を有する場合 

     ⇒ 給与等の収入金額（1,000 万円を超える場合は、1,000 万円）から 850 万円を控除した金額の

10％に相当する金額（15 万円が限度） 

② 給与所得と公的年金等の所得金額の合計額がある居住者で、その合計額が 10 万円を超える場合 

  ⇒ その合計額から 10 万円を控除した残額   

③ 公的年金等の申告不要制度における公的年金等に係る雑所得以外の所得金額を計算する場合 

   ⇒ 上記②の所得金額調整控除 

 

5 給与所得の特定支出控除の見直し 

   特定支出の範囲で以下の点が見直されました。（平成 32 年分以後の所得税から適用） 

イ 職務の遂行に直接必要な旅費等で通常必要と認められるものを追加 

ロ 単身赴任者の帰宅旅費で、1月に 4回往復を超えた旅行に係る帰宅旅費を対象外とする制限の 

撤廃、及び帰宅のために通常要する自動車の燃料費及び有料道路の料金の額を追加    

 

 

6 青色申告特別控除の変更 

   青色申告特別控除額が現行の 65 万円から 55 万円に引き下げられました。（平成 32 年分以後の所得税

から適用）  
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贈に適用） 

一定の要件（税額が不当に減少することにならない場合） 

・ 組織運営が適正であること（理事 6 人以上、監事 2人以上） 

・ 定款・寄付行為・規則において、次の定めがあること 

 イ 役員数の 1/3 以下が親族等 

 ロ 解散時の財産は国等に帰属 

・ 役員や親族等の関係者に対して、特別の利益を与えないこと 

・ 法令違反、隠蔽や仮装がないこと 

 

(2) 特定の一般社団法人等に対する相続税の課税 

特定一般社団法人等の理事である者が死亡した場合には、特定一般社団法人等の純資産額をその

死亡時の同族理事（死亡した理事を含みます。）の数で除して計算した金額相当額を、被相続人か

ら特定一般社団法人等が遺贈により取得したものとみなして、相続税が課税されることとなりまし

た。（平成 30 年 4 月 1日以後の一般社団法人等の理事の死亡に係る相続税から適用） 

 

3 非上場株式等に係る贈与税・相続税の納税猶予の特例制度が創設 

   世代交代に向けた集中取組み期間（10 年間）の時限措置として、非上場株式等に係る贈与税・相続

税 

  の納税猶予の特例制度が創設されました。（平成 30 年 1 月 1 日から平成 39 年 12 月 31 日まで適用） 

  (1) 特例後継者が、特例認定承継会社の代表権を有していた者から、贈与又は相続若しくは遺贈（以下 

「贈与等」といいます。）によりその特例認定承継会社の非上場株式を取得した場合には、その取得 

したすべての非上場株式に係る課税価格に対応する贈与税又は相続税の全額について、その特例後 

継者の死亡の日等まで、その納税が猶予されます。 

  (2) 特例後継者が特例認定承継会社の代表者以外の者から贈与等により取得する特例認定承継会社の 

非上場株式についても、特例承認期間（5 年）内に、その贈与等に係る申告書の提出期限が到来する 

ものに限り、この特例の対象とされます。 

  (3) 現行の事業承継税制における雇用確保要件を満たさない場合であっても、納税猶予の期限は確定 

されません。 

※ この場合には、その満たせない理由を記した書類を都道府県に提出しなければなりません。 

※ その理由が、経営状況の悪化である場合又は正当なものと認められない場合には、特例認定承継

会社は、認定経営革新等支援機関（税理士等）から指導及び助言を受けて、その内容を記載しな

ければなりません。 

  (4) 経営環境の変化を示す一定の要件を満たす場合において、特例承認期間経過後に、特例認定承継会 

社の非上場株式の譲渡をするとき、特例認定承継会社が合併により消滅するとき、特例認定承継会社 

が解散をするとき等には、納税猶予額が免除されます。 

  (5) 特例後継者が贈与者の推定相続人以外の者（その年 1月 1 日において 20 歳以上である者）であり、 

かつ、その贈与者が同日において 60 歳以上である場合には、相続時精算課税の適用を受けることが 

できることとされています。  

    

区分 現行制度 特例制度 

 

対象株式及び猶予割合の上

納税猶予の対象となる株式数に

は 2/3 の上限があり、相続税の猶

対象株式数の上限を撤廃し全株

式を適用可能に。又、納税猶予割



限撤廃 予割合は 80％。後継者は事業承継

時に多額の贈与税・相続税を納税

することがある。 

合も 100％に拡大することで、承

継時の税負担をゼロに。 

 

 

複数承継の対象化 

税制の対象となるのは、一人の先

代経営者から一人の後継者へ贈

与・相続される場合のみ。 

部外者を含む複数の株主から代

表者である後継者（最大 3人）へ

の承継も対象に。中小企業経営の

実情に合わせた、多様な事業承継

を応援。 

 

経営環境変化に応じた差額

減額制度の創設 

後継者が自主廃業や売却を行う

際、経営環境の変化により株価が

下落した場合でも、承継時の株価

を基に贈与・相続税が課税される

ため、過大な税負担が生じうる。

売却額や廃業時の評価額を基に

納税額を計算し、承継時の株価を

基に計算された納税額との差額

を減免。経営環境の変化による将

来の不安を軽減。 

 

 

雇用確保要件の弾力化 

税制の適用後、5 年間で平均 80％

以上の雇用を維持できなければ

猶予打ち切り。人手不足の中、雇

用要件は中小企業にとって、大き

な負担。 

5年間で80％以上の雇用要件を未

達成の場合でも、猶予を継続可能

に。（経営悪化等が理由の場合、

認定支援機関の指導助言が必

要。） 

 

4 相続税申告書の添付書類の追加等 

   被相続人のすべての相続人、その相続人の法定相続分及びその相続人の実子又は養子のいずれに該当

するかの別を明らかにする書類が相続税申告書の添付書類に追加されました。 

   なお、今まで、戸籍謄本は原本の添付が必要とされていましたが、複写したものを添付することが可

能となりました。（平成 30 年 4 月 1日以後に提出する申告書から適用） 

 

5 特定の居住用財産の買換え等の場合の長期譲渡所得の課税の特例の適用期限の延長及び要件

の追加 

  適用期間が平成 31 年 12 月 31 日まで 2 年間延長されるとともに、買換資産が建築後使用されたことの

ある家屋で耐火建築物以外のものである場合に、その取得の日以前 25 年以内に建築されたものであるこ

と又は地震に対する安全性に係る規定若しくはこれに準ずる基準に適合することのいずれかを満たすこ

とが要件として追加されました。（平成 30 年 1 月 1日以後に譲渡資産の譲渡をし、同年 4月 1 日以後に買

換資産を取得する場合について適用） 

 

6 上場株式等の配当等に係る源泉徴収義務等の特例等に係る拡充措置 

  証券会社等が徴収された外国所得税のうち、その証券会社等が行った収益の分配等に係る部分の金額に

ついては、納付する源泉所得税から控除できることとされました。(平成 32 年 1 月 1日以後に支払が行わ

れる上場株式等の配当等について適用) 

 

7 NISA の見直し 

  NISA 稼働率向上のため、即日買付けや非課税期間終了時の移管手続について、利用者の利便性向上を

目的とした見直しが行われました。（平成 31 年 1 月 1日以後の非課税口座簡易開設届出書が提出される場

合について適用） 
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※ 「中小企業比較教育訓練費の額」とは、前期の教育訓練費の額とされます。 

2 情報連携投資等の促進に係る税制の創設 

  革新的事業活動による生産性の向上の実現のための臨時措置法の制定を前提に、青色申告書を提出する

法人で同法の革新的データ産業活用計画の認定を受けたものが（同法施行日から平成33年3月31日の間）、

その革新的データ産業活用計画に従ってソフトウエアを新設し、又は増設した場合で一定の場合において、

情報連携利活用設備の取得等をして、その事業の用に供したときは、その取得価額の 30％の特別償却又

は 5％の税額控除の選択適用が可能となりました（ただし、継続雇用者給与等支給額が前年度比 3％以上

の増加がない場合には 3％の税額控除）。 

  なお、税額控除については法人税額の 20％（継続雇用者給与等支給額が前年度比 3％以上の増加がない

場合には 15％）が上限となります。（革新的事業活動による生産性の向上の実現のための臨時措置法の施

行日から平成 33 年 3 月 31 日までの間に取得等及び事業供用を行った資産について適用） 

※ 1 一定の場合とは、その新設又は増設したソフトウエアの取得価額の合計額が 5,000 万円以上

の場合をいいます。 

※ 2 情報連携利活用設備とは、上記※1のソフトウエア、機械装置及び機具備品をいい、開発研究

用資産を除きます。 

※ 3 計画認定の要件 

      (1) 次のいずれかに該当 

 イ 他法人等が保有するデータ又は自らが新たに取得するデータを既存の内部データと

連携すること 

 ロ グループ法人間又は事業者間で、漏洩又は棄損した場合に不利益が生ずるおそれのあ

るデータを外部ネットワークを通じて連携し、活用すること 

(2) 次のすべてが行われること 

 イ (1)のイ、ロの各データの継続的かつ自動的な収集及び一体的な管理 

 ロ (1)のイ、ロの各データ同士の継続的な連携及び分析 

 ハ (2)のロの分析を踏まえた生産活動に対する継続的な指示 

(3) (2)のイからハまでを行うシステムのセキュリィティの確保等につき、セキュリィティ

専門家の確認があることその他の要件を満たすこと 

 

 

 

 

 

1 次のいずれかに該当 

 イ 他法人等が保有するデータ又は自らが新たに取得するデータを既存

の内部データと連携すること 

 ロ グループ法人間又は事業者間で、漏洩又は棄損した場合に不利益が生



 

計画認定

の要件 

ずるおそれのあるデータを外部ネットワークを通じて連携し、活用する

こと 

2 次のすべてが行われること 

 イ 1 のイ、ロの各データの継続的かつ自動的な収集及び一体的な管理 

 ロ 1 のイ、ロの各データ同士の継続的な連携及び分析 

 ハ 2 のロの分析を踏まえた生産活動に対する継続的な指示 

3 2 のイからハまでを行うシステムのセキュリィティの確保等につき、セ

キュリィティ専門家の確認があることその他の要件を満たすこと 

 

対象設備 

ソフトウエア（同時に取得等する機械装置又は機

具備品を含みます。） 

※ 開発研究用資産を除きます。 

 

  5,000 万円以上 

3  青色申告法人の取得資産に対する特別償却等 

(1) 企業主導型保育施設用資産の割増償却 

      青色申告書を提出する法人が、企業主導型保育施設用資産の取得等をして、その保育事業の用

に供した場合には、3年間 12％（建物等及び構築物については、15％）の割増償却ができること

とされました。（平成30年4月1日から平成32年3月31日までの期間に取得等した場合に適用） 

※ 企業主導型保育施設用資産とは、事業所内保育施設の新設又は増設とともに、幼児遊戯用構 

築物等の取得等をする場合で、かつ、その事業所内保育施設につき子ども・子育て支援法によ 

る企業主導型保育事業の助成金を受ける場合におけるその事業所内保育施設を構成する建物 

等及び幼児遊戯用構築物等をいいます。 

 

(2) 高度省エネルギー増進設備等の特別償却等 

      青色申告書を提出する法人で特定事業者等であるものが、適用期間内に、高度省エネルギー増

進設備等の取得等をして、国内にある事業の用に供した場合には、その取得価額の 30％の特別

償却ができることとされました（中小企業者等については、取得価額の 7％の税額控除との選択

適用ができます。）。 

          なお、税額控除については、法人税額の 20％が上限となり、補助金等の交付を受けて取得等

をした者は対象外となります。（下記のイについては、平成 30 年 4 月 1日から平成 32 年 3 月 31

日までに取得した場合に適用、ロ及びハについては、エネルギーの使用の合理化等に関する法律

の施行日から平成 32 年 3 月 31 日までに取得した場合に適用） 

 

 

 

特定事業者 

 

イ 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律のエネルギーの使用の合理化

等を特に推進する必要がある者として経済産業大臣に指定された工場等

を設置している者 

ロ 改正後のエネルギーの使用の合理化等に関する法律の連携省エネルギー

計画の認定を受けた工場等を設置している者 

ハ 改正後のエネルギーの使用の合理化等に関する法律の荷主連携省エネル

ギー計画の認定を受けた荷主 

 

 

高度省エネ

増進設備等 

 

イ 

上記イの法律により主務大臣に提出した中長期的計画に記載されたエネ

ルギーの使用の合理化のために設置する機械その他の減価償却資産で特

に効果の高い一定のもの 

ロ 上記ロの計画に記載された連携省エネルギー措置の実施により取得等さ

れる一定の機械その他の減価償却資産 



ハ 上記ハの計画に記載された荷主連携省エネルギー措置の実施により取得

等をされる一定の機械その他の減価償却資産 

※ 機械その他の減価償却資産は、機械装置、器具備品、建物付属設備、構築物及びソフトウ 

エアとなります（所有権移転外リース取引により取得した資産は対象外となります。）。 

 

(3) 再生可能エネルギー発電設備等の特別償却等 

      青色申告書を提出する法人が、再生可能エネルギー発電設備等の取得等をして、国内にある事 

業の用に供した場合には、その取得価額の 20％の特別償却ができることとなりました。（平成 30

年 4 月 1 日から平成 32 年 3 月 31 日までの期間に取得等した場合に適用） 

     ※ 再生可能エネルギー発電設備等とは、次のイ、ロの資産のうちエネルギー環境適合製品の開 

      発及び製造を行う事業の促進に関する法律の非化石化エネルギー源利用に資する一定のもの 

をいいます（ただし、太陽光、風力、原子力等一定の非化石エネルギー源の利用に資する次 

のイの資産及び原子力等一定の非化石エネルギー源の利用に資する次のロの資産は対象外）。 

       イ 非化石エネルギー源から電気若しくは熱を得るため又は非化石エネルギー源から燃料 

を製造するための機械その他の減価償却資産  

       ロ 上記イの資産とともに使用するための機械その他の減価償却資産で、その資産の持続 

的な利用に必要なもの 

       なお、電気事業法の一般送配電事業者に該当する法人等が取得等をしたもの及び補助金等 

の交付を受けて取得等したものは対象外となります。 

 

(4) 情報流通円滑化設備等の特別償却 

      青色申告書を提出する法人で特定通信・放送開発事業実施円滑化法の特定地域特定電気通信 

設備供用事業の実施計画の認定を受け、その実施計画に記載された情報流通円滑化設備の取得等 

をして、東京圏以外の地域内において事業の用に供した場合には、その取得価額の 15％の特別 

償却ができることとなりました。（平成 30 年 4 月 1日から平成 32 年 3 月 31 日までの期間に取 

得等した場合に適用） 

     ※1 情報流通円滑化設備とは、特定通信・放送開発事業実施円滑化法の特定電気通信設備のう 

       ち特定の地域における情報の円滑な流通の確保に特に資するものとされています。 

     ※2 東京圏とは、多極分散型国土形成促進法の東京圏とされており、具体的には茨城県、埼玉 

県、千葉県、東京都、神奈川県の一部とされています。 

     

4 租税特別措置法の見直し 

  大企業について、所得が前期の所得以下の一定の事業年度を除き、以下の要件のいずれにも該当しない 

場合には、研究開発税制その他の一定の税額控除ができなくなりました。 

  イ 平均給与等支給額が前年度を超えること 

  ロ 国内設備投資額が減価償却費の総額の 10％を超えること 

5 特別事業再編を行う法人の株式を対価とする株式等の譲渡に係る所得の計算の特例の創設 

  産業競争力強化法の改正を前提に、特別事業再編計画の認定を受けた事業者が行った特別事業再編に 

よる株式の交換について、その交換に応じた株主に対する譲渡損益に係る課税を繰り延べることとなり 

ました。 
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業区分の一部

度について

区分とそのみ

） 

税の軽減税

を生産する事

創設 

以後の出国旅

1月 7日以後

客等（出入国

の者等をいい

る者】 

舶の乗員 

入国後 24 時

国したが、天

者 

の者 

消費税免税制

一般物品」と

税の税率が

けて実施）。

定の見直し 

企業等の事業

見直しが行わ

法人税に適用

人住民税及び

部見直し 

、農林水産

みなし仕入率

税率が適用さ

事業 

旅客に定額・

後の出国に適

国管理及び難

います。）が

間以内に出

天候その他の

制度の利便

と「消耗品」

1本あたり

 

業利益に対す

われました。

用、平成 32 年

び事業税につ

産業のうち食

率が以下の

さ 事業区

みなし

一律（1,0

適用) 

難民認定法に

が、国際観光

出国する者）

の理由によ

便性向上 

の合計額が

3円引き上

する課税の有

。(平成 31

年度分以後

ついて適用)

食用の農林水

とおり見直

区分 

し仕入率 

00 円）の負

による出国の

光旅客税を納

 

り本邦に帰

が 5,000 円以

げられまし

有無を決める

年分以後の

の個人住民

) 

水産物（軽減

直されました

改正

第 3種

70％

負担を求める

の確認を受け

納めることと

ってきた者

以上となる場

た（平成 30

る「恒久的施

所得税及び

民税並びに平

減税率が適用

た。（平成 31

前 

種事業 

％ 

る国際観光旅

けて日本か

となります。

者 

場合も免税販

0 年 10 月 1

施設」の範

び平成 31 年

平成 31 年 1 月

用されるも

年 10 月 1

改正後 

第 2種事業

80％ 

旅客税が創設

ら出国する観

。 

販売の対象

日より 1 本

囲について

1 月 1 日以

月 1日以後

の）

日を

業 

設さ 

観

とさ 

あた

、租 

後に

に開



 

 

 

 

 

 

 

1 

 

  

 

1 

イ 恒久的

ロ 締結し

受ける非

税務手続き

イ 大法人

ロ 生命保

磁的方法

ハ 複数の

用した共

森林環境税

 個人住民

（平成 36 年

 平成 26 年

げられてい

合わせて、

納税環

その他

的施設のうち

した租税条約

非居住者等に

きの電子化

人については

保険料控除、

法による提出

の地方公共団

共通電子納税

 

税の創設 

民税金等割の

年度の住民税

年度から 35

いますが（市

入れ替わり

環境整備 

他 

ち支店 PE、代

約において、

については、

化等の推進 

は、法人税等

地震保険料

出が可能とさ

団体への納税

税システムが

の仕組みを活

税から適用）

年度分の個

市町村民税 5

りのように、

代理 PE、建

、国内法上の

、その租税条

等の電子申告

料控除及び住

されました。

税が一度の手

が導入されま

活用し、年額

） 

個人住民税均

500 円、都道

同額の 1,0

建設 PE の定義

の PE と異な

条約上の PE

告が義務化

住宅借入金等

。 

手続きで可能

ます。 

額 1,000 円

均等割につい

道府県民税

000 円の税負

義の見直し

なる定めがあ

Eが国内法上

されました

等特別控除に

能となるよ

 

を徴収する

いては、東日

500 円）、こ

負担である森

が行われま

ある場合には

上の PE とさ

。 

に係る年末調

う、電子情

森林環境税

日本大震災の

この税率引き

森林環境税の

ました。 

は、その租税

されます。 

調整関係書

情報処理組織

税が新たに創

の関係で課税

き上げ終了の

の課税が開

税条約の適

類について

織（eLTAX）を

創設されまし

税標準が引

のタイミン

始されます

用を

て、電

を活

した。

き上

グに

。 


